
構想が⽬指す基本⽅向構想の意義

①東京圏をはじめ地域の⾼齢者の希望に応じた地⽅や「ま
ちなか」などへの移住⽀援

・移住希望者に対してきめ細かな⽀援を⾏う。東京圏等から地⽅へ
といった広域的な移動を伴う移住のみならず、「まちなか」への
転居など地域内での移動を伴う取組も想定

②健康でアクティブな⽣活の実現
・健康な段階からの⼊居を基本とし、⽬標志向型の「⽣涯活躍プラ
ン」に基づき、健康づくりや就労、⽣涯学習など社会活動に主体
的に参加することを⽬指す

④「継続的なケア」の確保
・医療介護が必要となった時に、⼈⽣の最終段階まで尊厳ある⽣活
が送れる「継続的なケア」の体制を確保。重度になっても地域に
居住しつつ介護サービスを受けることを基本とする

③地域社会（多世代）との協働
・⼊居者が地域社会に積極的に溶け込み、⼦どもや若者など多世代
との協働や地域貢献できる環境を実現する。ソフト⾯全般にわた
る「運営推進機能」の整備や、地域包括ケア関連施策との連携も
重要

⑤ＩＴ活⽤などによる効率的なサービス提供
・医療介護⼈材の不⾜に対応し、ＩＴや多様な⼈材の活⽤、⾼齢者
などの積極的な参加により、効率的なサービス提供を⾏う

⑥⼊居者の参画・情報公開等による透明性の⾼い事業運営
・⼊居者⾃⾝がコミュニティの運営に参画するという視点を重視

⑦構想の実現に向けた多様な⽀援
・情報⽀援、⼈的⽀援、政策⽀援により構想の具体化を後押し

①⾼齢者の地⽅移住の希望実現
・東京在住者の意向調査によると、地⽅の移住希望者は、50代では男性は
50.8％、⼥性は34.2％となっている
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②地⽅へのひとの流れの推進
・年齢階級別の東京圏からの移住状況は、ほとんどの年齢階級で東京圏へ転⼊超過
となっている中、50〜60代は、東京圏からの転出超過になっている

③東京圏の⾼齢化問題への対応
・東京圏では今後急速に⾼齢化が進む。特に75歳以上の後期⾼齢者は2025年まで
の10年間で約175万⼈増⼤し、医療介護の確保が⼤きな課題となる

75歳以上⼈⼝（万⼈）
増加数（万⼈）

2015年 2025年
東京都 147.3 197.7 50.5
神奈川県 101.6 148.5 47.0
埼⽟県 76.5 117.7 41.2
千葉県 71.7 108.2 36.6
⼀都三県 397.0 572.1 175.2

（資料出所）内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」（2014年８⽉）、総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告（2014年）」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成24年1⽉推計）」

◎「⽣涯活躍のまち」構想は、「東京圏をはじめとする地域の⾼齢者が、希望に応じ地⽅や「まちなか」に移り住み、多世代と交
流しながら健康でアクティブな⽣活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができるような地域づくり」を⽬指すもの。

「⽣涯活躍のまち」構想①－基本的な考え⽅－
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年代別の東京圏からの転⼊超過の状況（＋：転⼊超過、－：転出超過）

東京圏からの転出超過の多い年代
①60〜64歳（4,030⼈）
②65〜69歳（2,127⼈）
③55〜59歳（1,843⼈）

平成27年12⽉11⽇ ⽇本版CCRC構想有識者会議「『⽣涯活躍のまち』構想（最終報告）」【概要】
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「⽣涯活躍のまち」構想における⾼齢者の⽣活のイメージ

①健康でアクティブな⽣活の実現と継続的ケアの提供、②⾃⽴した⽣活ができる居住環境の提供、
③⼊居者の参画の下、透明性が⾼く安定した事業運営によるコミュニティの形成を⼀体的に実現。

＊ｻｰﾋﾞｽ付⾼齢者向け住宅の要件
・原則25㎡以上の居住⾯積
・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ構造
・安否確認・⽣活相談ｻｰﾋﾞｽの提供等

⽣涯活躍のまち

参加

就労、ボランティア等
の社会参加

運営協議会
（住⺠⾃治） ｻｰﾋﾞｽ付き⾼齢者

向け住宅＊など

介護事業所

介護

病院・診療所

医療

ケアが必要になった場合は

地域

⽣涯学習

※事業の透明性・安定性の確保の⽅策：⼊居者の参画、情報公開、事業の継続性確保等

地⽅⼤学

地域住⺠
(若年層等)

店舗等
（地域住⺠も利⽤）

地域社会
との協働

健康づくり
介護予防
健康管理
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